
長
門
市
経
営
改
革
プ
ラ
ン

「
ま
ち
づ
く
り
を
支
え
る
行
財
政
運
営
」を
目
指
し
て

　

市
で
は
、
平
成
18
年
３
月
に
「
長

門
市
経
営
改
革
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し

て
以
降
、
第
２
次
・
第
３
次
と
12
年

に
わ
た
っ
て
全
庁
的
に
行
政
改
革
に

取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
依
然
と
し
て
続
く
人
口

減
少
と
少
子
高
齢
化
の
進
行
、
厳
し

い
財
政
状
況
な
ど
に
よ
り
、
市
を
取

り
巻
く
社
会
・
経
済
環
境
は
厳
し
さ

を
増
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
多
様
化

す
る
市
民
ニ
ー
ズ
に
的
確
に
対
応
す

る
た
め
、
こ
の
た
び
平
成
30
年
度
か

ら
平
成
33
年
度
ま
で
の
４
年
間
を
計

画
期
間
と
す
る
「
第
４
次
長
門
市
経

営
改
革
プ
ラ
ン
」を
策
定
し
ま
し
た
。

　

こ
の
プ
ラ
ン
は
、
改
革
の
方
針
と

な
る
「
行
政
改
革
大
綱
」
と
具
体
的

な
取
組
を
示
し
た
「
行
政
改
革
実
施

計
画
」
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
、
詳
細

は
次
の
と
お
り
で
す
。

　
「
行
政
改
革
大
綱
」
は
、
行
政
運

営
の
考
え
方
と
改
革
の
方
向
性
を
示

し
た
『
方
針
』
で
す
。

　

こ
の
大
綱
は
、
民
間
の
委
員
11
人

で
構
成
す
る
「
長
門
市
行
政
改
革
懇

話
会
」
か
ら
の
提
言
を
踏
ま
え
、
市

長
を
本
部
長
と
す
る
「
長
門
市
行
政

改
革
推
進
本
部
」
で
検
討
を
重
ね
て

策
定
し
ま
し
た
。

　

本
プ
ラ
ン
で
は
、「
ま
ち
づ
く
り

を
支
え
る
行
財
政
運
営
」
を
改
革
理

念
と
し
ま
す
。
行
政
の
経
営
資
源

（
人
、
も
の
、
金
、
情
報
）
は
限
ら

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
効
率
的
・
効

果
的
な
行
財
政
運
営
を
行
い
、
柔
軟

に
課
題
に
応
え
な
が
ら
未
来
に
つ
な

が
る
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
ま
す
。

　

ま
た
、
第
３
次
経
営
改
革
プ
ラ
ン

で
の
コ
ス
ト
削
減
、
人
員
削
減
な
ど

に
主
眼
を
置
い
た
「
量
の
改
革
」
と
、

市
民
目
線
に
立
っ
た
質
の
高
い
、
き

め
細
か
な
サ
ー
ビ
ス
を
よ
り
効
率
的

に
提
供
で
き
る
「
質
の
改
革
」
を
さ

ら
に
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

第４次

を
策
定

策
定
の
背
景

行
政
改
革
大
綱

　
「
行
政
改
革
実
施
計
画
」
は
、「
行

政
改
革
大
綱
」
を
着
実
に
実
行
す
る

た
め
の
具
体
的
な
取
組
項
目
を
示
し

た
『
計
画
書
』
で
す
。

　

実
施
計
画
で
は
、
質
の
高
い
行
政

サ
ー
ビ
ス
の
推
進
（
質
の
改
革
）
と

未
来
に
つ
な
が
る
行
政
経
営
（
量
の

改
革
）
を
重
点
課
題
と
し
、
そ
れ
ぞ

れ
３
つ
の
改
革
項
目
を
掲
げ
、
改
革

を
推
進
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

改革項目 実施項目 主な取組項目

行政サービスの充実 窓口業務の充実、母子保健の充実、地方分権の
推進、災害に強いまちづくりの推進など

ＩＣＴの推進 電子化に伴う業務の効率化、情報発信力の強化、
利便性の向上

協働主体の育成と連携 協働主体の育成と連携

成長戦略の推進 産業の強化と雇用の創出、ながとブランドの育成、
公民連携による取組

国際交流の推進 国際交流の推進

職員研修の充実 職員研修計画の策定と実施

職員提案制度の充実 職員提案制度の充実

人事管理の整備・充実 人事評価制度の拡充と職場の活性化

改革項目 実施項目 主な取組項目

歳入の確保 徴収率の向上、使用料等の適正化、財源の確保、
遊休資産の売却など

歳出の見直し 人件費総額の抑制、補助金の見直し、事務事業
のコスト削減

計画的な財政運営 中期財政見通しの策定と計画的な財政運営

定員管理の適正化 民間委託や組織の見直しによる行政組織のスリ
ム化および住民サービスの提供体制の整備化

組織機構の見直し 第４次組織改編計画に基づく組織機構の見直し
および次期計画の策定と実施

アウトソーシングの検討
と実施 業務および管理運営のアウトソーシング

公共施設等総合管理計画
の推進 個別施設の整理・合理化

質の改革 －質の高い行政サービスの推進－

量の改革 －未来につながる行政経営－

11人の委員が意見交換

平成 29 年７月に第１回が開催され、計４
回行われた懇話会では、民間の委員 11 人
が意見を交わし、提言内容を検討しました。

行
政
改
革

実
施
計
画

２

行政サービスの
向上１

１

▲大西市長に提言書を手渡す中原文典会長（中央）
　と小林孝子副会長（左）

①未来につながる行政運営

限られた財源を活用し、最少の経費で最
大の効果を上げるために、真に必要な行
政サービスであるかの検証・見直しなど
を行うことで、効率的・効果的な行政運
営を進める必要があります。

②持続可能な財政運営

今後の財政状況は、ますます厳しくなる
ことが予想されるため、歳入に見合った
歳出規模となるよう予算規模の適正管理
を行う必要があります。また、歳入の確
保のため、短期的、中長期的に捉えた将
来につながる取組も必要となります。

③協働によるまちづくり

行政だけでなく、市民、地域コミュニ
ティ、市民活動団体、事業者と連携し、
地域資源などを有効活用することで、地
域を活性化させ、持続可能なまちづくり
を行う必要があります。

④職員の意識改革の徹底
および企画力の向上

さまざまな課題や新たな需要に迅速かつ
的確に対応し、質の高い行政サービスを
提供するには、「長門市人材育成基本方
針」に基づき「求められる職員像」に掲
げた人材を育成するため、「職場環境づ
くり」「能力開発」「人事制度の構築」な
どの取組を推進する必要があります。

どうして改革が必要？ 大綱では改革の必要性として
次の４点を挙げています

改
革
の
理
念
と
視
点

※「第４次長門市経営改革プラン」と、長門市行政改革懇話会からの「行政改革への提言」は、市ホームページで公開中です

■本特集の問い合わせ　総務課経営改革室　℡ 23-1121　MAIL  gyokaku@city.nagato.lg.jp

２協働・連携による
まちづくりの推進

３職員の能力向上と
意識改革の推進

３

１持続可能な
財政運営

２効率的・効果的な
組織体制の整備

公共施設等の
最適化の推進
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